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　1．はじめに
　欧州統合は，いわゆる「深化」と「拡大」の両輪を軸に展開してきた。「深

化」の面では，関税同盟の結成に始まる市場統合が完成し（1992年），さらに

単一通貨「ユーロ」の導入に伴う通貨統合がスタートした（1999年1月）。他

方「拡大」の面では，1995年1月のスウェーデン，フィンランド及びオースト

リアのEU加盟（第4次拡大）が記憶に新しい。そして中立的立場にあるこれ

ら3ヵ国の加盟は，地理的拡大を超えた意味をもつものであったことは言うま

でもなかろう。本稿の課題にも関わってくるが，とりわけオーストリアのEU

加盟については，EUの東方拡大にとってその橋渡し的存在の役割を果たす意

義が非常に大きい点も指摘してきた（拙稿〔28〕参照）。しかも，そのことが1

0年後に現実のものとなったのである。域内市場統合としてかってコメコン時

代を経験してきた東・中欧諸国にとって，EU加盟は新たな超国家的組織に与
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することになり，ずっと先の話になるとはいえ（否，その前にマーストリヒト

収敏基準という高いハードルをクリアせねばならないが），やがて「振替ルー

ブル」に代わる「ユーロ」の導入と共通金融政策を共有することになる。皮肉

なことに，EC（当時）と共に同時代を歩んできたコメコンであったが，！991

年に解体という苦い思いを味わっただけに，旧東欧諸国はEU加盟への不安と

期待が交錯した複雑な心境であることは間違いない。

　ところで，2004年5月の第5次拡大にみる加盟各国の顔触れを，コメコン当

時誰が予想したであろうか。確かに，最近のEUの地理的拡大はすさまじいも

のがあるが，それに伴って域内の地域間格差もまた拡大しているのも事実であ

る。リージョナリズム（地域主義）を謳ったEUがグローバルな拡大を続けて

いる訳である。いわゆる求心力と遠心力の共存である。ここ欧州においても，

ご多分に漏れず，グローバル化は国家（もしくは地域）聞格差を縮めるどころ

か益々広げることとなった。

　本稿は，こうしたEUの今日的状況を踏まえて，旧東欧のヴィシェグラード

（スラヴ語で「高い城」の意。ハンガリー，ポーランド，チェコ，スロヴァキ

アの中欧4ヵ国）諸国を中心に，冷戦構造の終焉の証であり象徴でもあるEU

加盟を果たした第5次拡大に焦点を当て，まず「深化」の面について欧州統合

過程における意味合いを赤松要氏の統合理論から検討する。これまでEUの

東方拡大に関する論文はすでに多数発表されており，本稿で別段目新しいこと

を論じる訳でもない。しかし，第5次拡大により，EUはこれまでと一体どこ

がどう変わったのか（あるいはまた，変わろうとしているのか），そして拡大

を助長させる要因は何か。第5次拡大から一年半が経った今，ここで新現実主

義的アプローチから「拡大」の意味を再確認することで，拡大し続けるEUの

将来像を展望する糸口としたい。

2．冷戦構造の終焉と東・中欧のEU加盟

1953年スターリンの死後，翌年のドイツ統一問題（当時）に始まり，オース
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も

図1　第5次EU拡大と欧州新地図
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婁幽i　　EU加盟国（15か国）

　　　フランス、ドイツ、イタリア、オランダ、ベ
　　　ルギー、ルクセンブルク、英国、アイル
　　　ランド、デンマーク、ギリシャ、スペイン、
　　　ポルトガル、オーストリア、スウェーデ
　　　ン．フィンランド

　　2004年5月1日加盟国（10か国）
　　エストニア、ポーランド、チェコ‘スロベ
　　ニア、ハンガリー、キプロス、ラトビア、
　　リトアニア．スロバキア、マルタ

：．：．：．：．：．：．：．：．　2007年加盟目標国（2か国）

　　　ブルガリア．ルーマニア

　EU15か日
　EU25か国
日本

米国

　資料　GDP：

（出所）『世界経済評論』2004年12月号，

トルコ及びクロアチアはEU加盟候補国

マケドニアは04年3月加盟申請

：世銀World　Development　IndicaLors

（「最近のEU情勢」2004年10月5日
16頁。

外務省欧州局より）

トリアの中立（55年国家条約締結）など，1950年代中葉は東西緊張緩和（デタ

ント）が進み，あのソ連作家エレンブルクの小説の題名にちなんだ，まさに

「雪解け」を迎えていた。さらに1959年フルシチョフの訪米により，その「雪

解け」ムードは最高潮に達した。

　あれから半世紀，2002年12月のコペンハーゲン首脳会議でヴィシェグラード

諸国を含む10ヵ国のEUへの新規加盟が採択され，昨年（2004年5月1日）旧東

欧諸国はEU加盟を果たし，名実共に冷戦体制に別れを告げ，欧州分断の歴史

に終止符が打たれた。こうして拡大EU船は，まだ見ぬ将来像を目指して，旧

共産圏諸国を乗せて新たな航海をスタートした。欧州の地図は大きく塗り替え

られた（図1）。しかし東・中欧諸国にとって，その道程は決してスムーズな

ものとは言えなかった。1990年代初め・旧東欧諸国にあっては・ルーマニアで
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はチャウシェスク大統領の公開処刑，バルト3国（エストニア，ラトビア，リ

トアニア）及びスロヴェニアの独立，さらにスロヴァキアのチェコからの分離・

独立，といった一連の東欧民主化運動の大混乱の渦中で市場経済化への体制転

換がはかられ，そんな中でEUへの加盟申請は行われた。1994年3月のハンガ

リーの加盟申請を筆頭にポーランド，チェコなど，今回の加盟10ヵ国（中欧4

ヵ国，バルト3国，スロヴェニア，マルタ，キプロス）すべてが96年までに申

請を済ませていた。このEU加盟申請は，模索し続けていた旧東欧諸国にとっ

てその将来の方向性を示す一途であった。

　他方，それに先立ちEU側としても，加盟申請国に対して制度的側面からN

ATO（北大西洋条約機構）への加盟を要請すると共にコペンハーゲン基準

（Copenhagen　Criteria：1993年6月，欧州理事会）を設けた。同基準は，政治

的基準（民主主義体制の確立など），経済的基準（市場経済の確立や競争圧力

への対応能力など），そしてアキ・コミュノテール（EU法体系）の履行など

が定められた法的基準等のその他基準から成るもので，その後これら基準をも

とに交渉が開始されることになった1）。加盟が予定されていたハンガリーとポー

ランドとの間では，すでにEU加盟の準備としてFTA（自由貿易協定）に相

当する「連合協定（Association　Agreements）」より緩やかな「欧州協定

（Europe　Agreements）」を結んでおり，加盟への路線は敷かれていた2）。

　こうした経過を辿り旧東欧諸国を包摂した第5次拡大EUはスタートしたが，

東方拡大への道はすでに第4次拡大（1995年1月1日）でお膳立てが出来上がっ

ていた。当時混迷の時期にあった旧ソ連を中心とする中央集権国家は，1990年

代初頭，ソ連崩壊に伴うコメコン解体により崩壊した。こうした歴史的背景の

中で，スウェーデン，フィンランド及びオーストリアはEUに加盟した。言う

までもなく，これら3ヵ国は政治的・政量的に中立な立場にある国家である。

すなわち第5次拡大が冷戦体制の実質的終焉の証であるならば，第4次拡大は，

これら3ヵ国にとって‘中立的’であることの意味の薄れのあらわれとして位

置づけることができる。殊にオーストリアのEU加盟は，ドイツ援護を背景に，

ハンガリーをはじめとする中欧諸国のEU加盟実現の引き金となったのである。
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　このような近隣諸国を包摂するEUの拡大については，　EU内部でもその捉

え方に見解の相違がみられた。例えば，かつてEU（当時EC）を超国家的組

織にすべきであると主張し「連邦主義（federalism）」を唱えたフランスと，

国家主権を尊重すべきであるとの立場から「連合主義（confederalism）」を唱

えた英国との間でも対立がみられた。そもそもドルに対抗できる欧州独自の基

軸通貨の創設をめざして誕生したユーロで代表されるように，EUは米国を横

目に強い欧州の再建を目標としてこれまで険しい統合の過程を歩んできた。と

ころがここに来て，英国は米国との協調路線を打ち立てている。他方フランス

は，EUの地理的拡大を通じて米国の一極覇権を相対化し，欧州を多極化の軸

に据えようと考えているのである。周知のように，東西ドイツ再統一をめぐる

「ドイツ問題」がそうであったように，この両者の対立にはドイツとフランス

の対立とはひと引違った長い因縁の歴史がある。後でみるように，いわゆる

「イラク問題」でも歴然と立場の違いが表面化している。

　ところで，かつて両陣営の覇者であった当の米国とロシア（旧ソ連）は，欧

州一円を包摂してゆくEU拡大事業をどのように受け止めているのであろうか。

以下に，両国の微妙な立場の違いを表現している2氏の見解を紹介したい3）。

結論から言って，欧州の動きに対して米国の警戒心は隠せないものの，両国と

もかなり楽観的な見方をしているようである。

　まず，マリアン・テユピ氏は，次のように述べている。

　　「新加盟国の多くは，西欧の福祉国家のような大きな政府ではなく，

　　小さな政府や市場経済への指向が強い。その結果，現加盟国も投資を

　　呼び込む環境づくりや減税といった改革を迫られる。（略）　EU拡大

　　は米国にとっても経済，政治の両面で有利だ。欧州が不況を脱すれば

　　米国からの輸出が増える。新加盟国の多くは親出的で，EU内の反米

　　感情も和らぐだろう。新加盟国の方が影響を受けて反米的な要素を増

　　す恐れもあるが，そう簡単ではない。ロシアが依然，最大の懸念材料

　　だからだ。イラク問題で米欧の溝が深まった時，米国内では外交政策

　　で欧州がまとまることは有害だとの懸念が強まったが，誇張されすぎ
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た面もある。より大きく，より強い欧州が存在する以上，多極世界の

中で欧州と安全保障などの責任を分担することは米国にとっても好ま

しいはずだ。」

　　　　　　　　　　　　　　　　　（米国ケイトー研究所研究員）

他方，ユーリー・ボルコ氏は，次のように述べている。

　「拡大したEUは，ロシアにとって両刃の剣だ。新加盟国は巨大市場

　の一員としての経済効果を期待できる。長い目で見ればロシアとEU

　の貿易や投資は拡大するだろう。EUとの相互関係が強まることで，

　ロシアも欧米型経済への転換を迫られる。だが，経済改革がうまくい

　くかどうかは，また別の問題だ。（略）新加盟国の多くは旧ソ連の影

　響下にあった。これらの国は西欧型思考による経済活動への順応や市

　場改革にまだ10年はかかるだろう。ロシアとEUの経済関係は相互補

　完的といえる。政治的にも米国の単独主義に対抗する国際秩序の形成

　や，テロなどの犯罪対策，環境保全などで共同歩調をとってきた。こ

　うした関係はさらに強まるだろう。」

　　　　　　　　　　　　　　　　（ロシア欧州研究所欧州統合部長）

　3．第5次拡大でEUはこう変わった

　2004年5月，新欧州が誕生した。総面積約397万平方キロメートル（日本の1

0倍強に相当），人口約4億5，000万人，GDPは米国にほぼ匹敵する約10兆ド

ルの巨大市場（EU25ヵ国）が誕生した（図2）。しかし人口が約20％の増加

であるのに対して，GDP増加率は，前回の第4次拡大（スウェーデン，フィ

ンランド，オーストリアの3ヵ国）が6％台であったのに比べると，10ヵ国加

盟という規模の割には5％に満たない増加率にとどまっている（表1）。しか

も2002年における新規加盟10ヵ国の国民一人当たりGDP（購買力平価ベース）

の平均は，現加盟15ヵ国の半分にも満たないことが分かる（図3，図4）。こ
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図2　拡大EUと米国及び日本との人口とGDPの比較
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（2002年　欧州委員会調べ）

（出所）『朝日新聞』平成16年4月30日付。

裏1　EU新規加盟による加盟効果
（単位：％）

拡大年 新規加盟国 加盟による人口増加盟によるGDP増

．．197－3．至z三ζ＝を．，．zイ些量ンド，．英国 33．4 32．4

1981．ギリシャ

！986ろペイ≧，．瓢トガル

3．7 2．8

17．7 11．6

！995iす＝冬計量ソ乙．．フ：∫．Z量Z．猛．スウェーデン 6．2 6．3

2004チェコ，キプロス，エストニア，ハンガリー，ラトビア，

　　リトアニア，マルタ，ポーランド，スロヴァキア，スロヴェニア

19．5 4．8

注：2004年の新規加盟による人口増は2004年1月現在の推定、GDP増は2002年データ。

資料：欧州委員会資料（ただし，『ジェトロセンサー』2004年5月・号，26頁より再引用）。

のように今回の拡大は，多い新規加盟国数の割には経済的インパクトの小さい

点が特徴として指摘できる。このことは後で触れるが，当然既加盟国とりわけ

加盟先進国の経済的負担の懸念材料となることは明白である。以下では，まず

第5次拡大によって現加盟国及び新規加盟国に与える影響について簡単にみる

ことにする。

　さて今回の拡大の目玉は，なんと言っても史上初めて旧共産主義圏諸国を迎

えたという点に尽きるであろう。その意味では，東西ドイツ再統一に始まった

これまでの欧州統合の歩みの中で一つの到達点とも言えるであろうし，新たな

試練の道の始まりとも言えよう。とは言うものの，すべてが新しくスタートし

た訳でもない。域内市場において，モノ及びカネ（資本）の取引はもちろん原
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資料：IMF　Report（2003）。ただし，図1に同じ。19頁。

則自由化で，域内関税や通関手続きは原則廃止された。しかし前述したように，

EUは東・中欧諸国と1990年代初めに政治及び経済面に関する欧州協定（1991

～95年）と呼ばれる連合協定を締結しており，すでに90年代から両者の市場統

合は進められていた。例えば工業製品では，EUは97年に，東・中欧諸国は

2002年に輸入関税を撤廃しており，EU加盟を前提に実質的に自由貿易が実現

していたと言ってよい。また不動産投資などの資本の移動については，新規加

盟国にとっては現加盟国の豊富な資本が急激に流入することへの懸念がみられ

た。反対にヒト（労働）の移動については，新規加盟国から現加盟国への安価

な労働力の急激な流入を防ぐため，当分の期間（最長7年間）の労働者移動を

制限できることになった。新規加盟国国籍者に対して当面はパスポート（旅券）

が必要で，労働許可証の取得が義務づけられた。さらに新規加盟国に対しては，

当然ながらEU基準（環境保護基準，食品安全・品質基準，独占禁止法など）

が適用されることになるが，東・中欧諸国の困惑の色は隠せなかったようであ
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図4　EU現加盟国と新規加盟国の
　　　一人当たりGDP比較　（2）
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（出所）『朝日新聞』平成16年4月21日付。

表2　こう変わる拡大EU

面　　積 397万平方キロへ2割増加。日本の10倍強

域内市場

　　　　　　　　　　　　　　　　　一cmと資本の取引は原則自由化。域内の関税

竰ﾊ関手続きを原則撤廃。競争法（独占禁止
@）や環境基準などEUの法令を一律適用　　　　　　　　　　　　　　　　　一

通　　商
域外国への関税はEU共通関税に一本化、

ﾊ関手続きもEU基準で簡素化

人の移動

現加盟国は新加盟国からの労働移動を最長

V年間制限できる。旅行も当面はパスポー

gが必要

財政支援

EU予算から新加盟国に農業補助金と地域

J発用の資金を配分。2005年は合わせて約

P10億ユー・規模を検討中

EUの
�p語

11力国語から20力国語に増加

欧州

@委員会

　　　　　　　　　　　　　　　　　一

@　　　　　　　　　　　　　　　　一p独仏など大国のみ委員を2人出せる現行

ｧ度を変更，11月から1国1人ずつの25人
ﾌ制に（現在は20人）　　　　　　　　　　　　　　　　　一

欧州議会
現行の626議席から6月の選挙で732議席に

g大

（出所）「日本経済新聞』平成16年5月1日付。

る。またEUは25ヵ国にものぼるため，公用言語が現行の11から20言語となり，

現在域内で約4，000人が通訳や翻訳に従事しているが，これも大幅増員が必要

とされており，人件費として統合コストに計上される（表2）。いま一つ，近

い将来におけるユーロ導入のための条件整備に着手しなければならない。新規

加盟国は，加盟後2年間為替相場メカニズム（ERM）に参加することが義務

づけられており，そして経済収敏基準をクリア後にユーロ導入の運びとなる。

EU加盟前後の見通しでは，ユーロの導入時期は最短で2006年，しかし現実的

には2010年頃になるであろうとの見方が大方の予想、であった。

　また域外貿易に関しては，関税率が一本化され，通関手続きもEU基準に基

づいて簡素化されるなど，対外共通関税と共通通商政策が適用された。新規加

盟国は，第三国と締結している自由貿易協定（FTA）から脱退しなければな

らず，反対にEUがこれまで締結してきた第三国とのFTAは，そのままとは
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いかないまでも基本的に新規加盟国へ拡大適用されることになった。

　4．欧州統合過程からみた第5次拡大

　（1）赤松要氏の統合理論と統合の「深化」

　前節では第5次拡大を，主として制度的側面から現加盟国と新規加盟国への

影響を中心にみてきたが，ここでは今回の拡大を欧州統合の過程（つまり「拡

大」と「深化」）から，赤松要氏の経済統合の理論を取り上げて，まず「深化」

の面を考察してみたい（図5）。

　さて，もともと赤松町の考えは，当時のEEC（欧州経済共同体）の形成に

関する分析（〔12〕〔13〕）に基づくものである4）が，実はこの考え方は意外に

も（と言っては失礼だが）EUの今日的状況を理解するうえで十分有用なので

図5　欧州統合のプロセス

　　　　　拡大

統
合
の
深
化

｝鞄欄一．闘一 幽
｝マーストリヒト条副アム・テル弘条酬ニー・条釧醐憲法劃

三レ　　↓　曼レ

一
．
，
，
声
　
　
　
辱
「
　
袖
．
”
　
　
落
一

EC（欧州共同体）

総霜?@8693

　　　　　　　　　　　　　W　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　V

?U欧州

　　　　　●単一市場
@　　　　　・関税同盟
謌黷ﾌ柱・共通通商政策　　　　　・域内市場統合　　　　　・共通晟業政策

　●経済・通貨統合・欧州中央銀行による金融政策・単一通貨ユーロ（99年導入・02年1

@　　　月流通）
、

第二の柱

●共通外交安全保障政策（99年ソラ子＼

@　　　上級代表就任｝
怏｢州安保防衛政策（ESDP）（EU司令
狽ﾌ設置、防衛装備庁の鍛立、EU翼

@　　亭・警察部隊の展開）』

〉
／

「

7
第三の柱

●司法・内務協力（シェンゲン協定、

@ユFロポール、ユーロジャスト）　／
〉

出所：図1に同じ。17頁。

一　／28　一



どこまで進むEU拡大事業

ある。赤松氏は，EECの形成基盤となる基本的動因として，①生産と交通の

発展，②高い有効需要の存在による同質的相剋（＝競争）の緩和，③高所得水

準による需要の多様化，水平的分業の多様化及び商品需要の所得弾力化による

代替的相剋の緩和，そして④代替的相剋関係の相促関係への転換，の4つをあ

げている。そして当時加盟6ヵ国（フランス，旧西独，イタリア，オランダ，

ベルギー，ルクセンブルク）から成るEECを，同質的・代替的産業構造をも

つ諸国間の水平的経済統合であるとし，そこには代替的・相剋的関係が存在す

るとしている。ここで赤松氏は，2つの概念すなわち「内部否定の矛盾」と

「外部否定の矛盾」を用いて相槍的に転換する可能性を説いている。内部否定

の矛盾とは，相剋的競争が当事者双方に否定的効果を与え，共倒れに導くよう

な矛盾をいう。例えば，関税賦課などの国内保護政策による発展の阻止などが

これに当たる。そこで相剋を相促に転換し，当該諸国の同質的産業を協調的関

係に導く動因となる内部否定の矛盾の止揚（排除）が相互発展のために必要と

なるという訳である。

　確かにEC（欧州共同体）発足後も，関税同盟の成立（1968年）に始まり，

共通農業政策（1969年），市場統合の完成（1992年），そして通貨統合のスター

ト（1999年）に至るまでの一連の統合過程の中で，内部否定の矛盾は重要な動

因となってきたことは事実である。言い換えれば，加盟各国の努力と協調によ

り内部否定の矛盾を止揚することに成功した証であるとも言える。

　他方，外部否定の矛盾とは，欧州（正確には西欧）域外からの競争的圧力を

受けることによって，否応なしに協調の方向に向かわしめることをいう。つま

り，平たく言えば，「外圧」に対抗するために競争相手である加盟各国はお互

いに手を組まざるを得ない状況に導かれるという訳である。このように考える

と，対日貿易赤字や米国及びケアンズ・グループなどの農産物輸出国との競合

関係，ドル本位の国際通貨体制，そして共産主義勢力などは，EU側からみれ

ば日本製品の域内市場からの閉め出しをねらった単一市場の発足，ウルグアイ・

ラウンド農産物交渉が8年近くかかった難交渉の原因となった共通農業政策，

さらにドルに対抗すべく新しい基軸通貨を目指して誕生したユーロなど，いず
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れも何らかの形で外圧が働いた結果（成果）にほかならない。このように，欧

州市場において何らかの「内的矛盾」の存在と「外圧」が働いて，却ってその

ことが求心力を高めて統合の深化を推進させてきたと言える。

　では，この赤松氏の統合の論理から，EUの今日的状況をどのように説明で

きるであろうか。例えば，外部否定の矛盾の一つである共産主義の圧力は，こ

れまでは，今後目指すべき政治統合にとって重要な動因であったことは間違い

ない。しかし，旧コメコン諸国を包含する今回の第5次拡大で象徴されるよう

に，冷戦構造の終焉によって赤松氏の言う政治的統合としての動因効果は小さ

くなったと言える。確かに冷戦体制下，欧州がかっての栄光を取り戻すために

は，一方でソ連の欧州進出を食い止めること，他方で共同市場を創設して米国

に対抗できる経済面をつけることであった。いわば冷戦構造が欧州統合の必要

性を加速化させたとも言える。しかし，冷戦構造の終焉により，これからのE

Uの将来にとって，その道しるべとして，そして「外圧」としての米国の存在

意義は非常に大きくなる。

　また，今回の「東方への拡大」に対して，1980年代は「南への拡大」であっ

た。赤松氏の考えでは，代替的相剋は内部否定の矛盾の止揚によって相心的に

転換することが可能であり，同質的相剋は域内市場に十分な有効需要が存在し

ていれば緩和できる。かってはヨーロッパNICs（今では死語）と呼ばれて

いたギリシャ，スペイン，ポルトガルのEU加盟（「南への拡大」）は，これま

で域内で経済格差が表面化した加盟であると目されてきた。当時これら3ヵ国

の加盟した拡大EUは，赤松氏の言葉を借りれば，同質的・代替的産業構造と

異質的・補完的産業構造の併存ということになる。そして今回の旧東欧諸国を

包含した「東方への拡大」は，それに政治的異質性と経済的差異が付け加えら

れたことになり，これが今日の拡大EUの姿である。

　②　新現実主義の仮説と地理的「拡大」

　これまで統合の「深化」に関して，赤松氏の統合理論の2つの概念を用いて

考察してきた。そして，「内部否定の矛盾」の止揚と「外部否定の矛盾」（＝外
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圧）によって求心力は高まり，「深化」は成功してきたと結論づけることがで

きる。しかし例えば，単線的発展モデルを提示したB．バラッサやE．バースな

どの新機能主義者など5），他の統合理論がそうであるように，赤松氏のこの概

念も統合の「深化」のみを説明するのに有効なものである。他方，近年にみる

地理的「拡大」も進んでおり，最近そのスピードもすさまじい。EUはどうし

て地理的拡大を急ぐのであろうか6）。最後にここでは，拡大し続ける要因を探

るため第5次拡大を取り上げ検討することで，EU拡大の意味（意義）につい

て考えてみたい。

　さて，今回の第5次拡大に対する東・中欧諸国側の‘思い’について言及す

るならば，旧コメコン解体後，これら諸国は民主主義と市場経済化を合い言葉

に体制転換をはかりながらEU加盟の実現に向けて着々と準備を進めてきたこ

とは，すでに述べたとおりである7）。さらに言うならば，第二次大戦後，これ

ら諸国は体制の異なる川岸の向こうから欧州分断の現実を恨めしい気持ちで見

つめていたに違いない。そんな東・中欧諸国が望んでいたことは，何よりも

「欧州への復帰」8）であり，なかんずく経済関係においてEUとの良きパート

ナーとしての絆の再構築であったと思われる。本稿では詳しく取り上げないが，

東・中欧諸国にとってEU加盟に期する部分は非常に大きい。例えば，後述す

るがEU地域政策やCAP（共通農業政策）の適用により，所得水準が低くし

かも農業国とあっては十分な恩典を享受できる。さらに先進加盟国による直接

投資も魅力の一つとなっていることは言うまでもない9）。すなわち，東・中欧

諸国にとっては欧州協定締結に続くEU加盟による貿易誘発効果とEU補助金

の受け取りが大きなプラス効果として働く可能性が高く，現加盟国にあっては

単一市場の拡大効果による「規模の利益」に期待する部分が大きいであろう

（表3）。

　ところが，EU側は，東・中欧諸国の‘思い’とは裏腹に，「東方への拡大」

にはやや冷ややかな態度で受け入れた感は拭い去れない。その理由は，すでに

指摘したように，デンマークやアイルランドなどの一人当たりGDPと比較し

てみても分かるように，所得水準の低さにある。しかもハンガリーやポーラン
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表3　第5次EU拡大が実質GDP成長率に与える効果

（単位：％）

貿　　易　　単一市場　外国直接投資　労働移民　　EU補助金　　合　　計

2007年2010年2007年2010年2007年2010年2007年2010年2007年2010年2007年2010年

ポーランド　2．26　2．62　　0．16　0．06

チェコ　　1．40　4．27　0．12　0．06

ハンガリー3．46　4．80　0．23　0．04

EU15ヵ月　0．04　0．05　0．28　0．18

0．18　　0．50　▲0．06▲0ユ7　　　2．88　　3．13

0．13　O，40　AO．07　AO，09　1．85　2．20

0．28　O．84　AO．05　AO．16　2．31　2．16

AO．08　AO，19　O．07　0．05　AO．OI　AO，03

7，75　7，96

4，52　7．27

7．99　8．76

0．47　O，13

（出所）オーストリア経済研究所（WIFO）資料
（ただし，『ジェトロセンサー』2003年5月号，49頁より再引用。）

ドなど新規加盟国の多くは農業国である。このように10ヵ国の新規加盟は，地

域間格差・各国間格差を一層拡大させることになり，EU域内における南北問

題を深刻化さぜたのである。これに対してEU側は，地域政策によりこれら諸

国へかなりの補助金を支出し，さらにCAPの適用により相当の予算を注ぎ込

むことになる。特に農業関連支出と地域政策支出が歳出の大半を占めているE

U財政の逼迫状態の中で，相当額の支出がこれら諸国に投じられることは必至

である。つまり，高所得国からの拠出金（対GNP比）が低所得国へ流れると

いう構図であり，高所得国の負担増は明らかである。この点は，EU自体の吸

収力の問題でもある。

　今回の第5次拡大をめぐっては，EU内部でも各国の思惑もさまざまで賛否

両論のようであるが1。），一般に地理的拡大のメリットは「規模の経済性」が

指摘できるし，これまでの大方の見方であった。問題は，規模の経済性をどこ

まで追求できるか，すなわち最適規模がどのように決定されるかという点であ

り，結局のところEUの吸収力に帰着する。

　前出した新機能主義のモデルでは，地域統合の「深化」の度合いを制度化レ

ベルでみるならば，制度化の弱い順に「無政府」，「レジーム」，「国家なき政府」，

「国家」となる。W，ウォーレスは，1980年代初頭のECは，「レジーム」以上

で「国家」以下のもの，であるとしている。そして最近，今日のEUを特徴づ

けて「国家なき政府」と位置づけている！1）。彼らは単線的発展モデルを提示

したが，究極的には一つの「国家」が形成されるというものである。この制度
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化レベルの違いを地域レベルの「変数」として説明したのが，D．クローンな

どの新現実主義的アプローチである12）。それによると，変数にはいくつかの

要因が考えられるという。

　第一は，域内諸国の基本的な政策志向や価値（民主主義，市場経済化など）

の収敏で，これら諸要因が向島すればするほど，制度はできやすく，また進化

しやすいという仮説。EUが新規加盟申請した国に強要した，いわゆるコペン

ハーゲン基準がまさにこれに当たる。

　第二は，経済的な相互依存で，異なる地域を比較した場合，経済的な相互依

存が高まれば高まるほど，地域統合はできやすくまた制度化しやすいという仮

説。これは，EU域内貿易の拡大と加盟国間の経済協力の関係強化で，例えば，

事前に加盟を前提とした東・中欧諸国との欧州協定の締結がこれに相当する。

　そして第三は，参加国の数であり，参加諸国間の「力の分布」で，域内の覇

権国が他を圧しているときにはむしろレジームは形成されにくく，覇権的な国

は存在するが「力の分布」がある程度平等な方がレジームは形成されやすいと

いう仮説（レジーム形成のための「最適な力の分布」仮説）。若干補足すると，

これはクローンが提示した仮説で，彼は地域統合の制度化をレジーム形成と捉

えており，レジームの形成には覇権的な国の存在が重要であるとするものであ

る13）。確かに，参加国の数が多ければ多いほど「規模の経済」を享受できる

であろうし，他地域に対する交渉力も強くなるであろう。しかし，参加国が多

くなればなるほど，時間も交渉コストもかかる。したがって，参加国が少なけ

れば少ないほど，地域統合はできやすく制度化もうまく行きやすいという訳で

ある正4）。

　それにもかかわらず，第5次拡大で加盟15ヵ国から参加国数を一気に25ヵ国

に増やす方向にベクトルは向かったのである。ベクトルの大きさと方向を決定

するのは，第一と第二の仮説の成立が前提とされた上で，第三の仮説「最適な

力の分布」の成立如何による。したがってベクトルの大きさ，すなわち地理的

拡大による加盟国数の増大は，域内に「最適な力の分布」が存在していること

になる。通貨統合後，ドイツが覇権的国家の色彩は強いとはいえ，EEC発足
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より今日にかけてEU域内で一国の覇権的国家を見出すのは容易ではない。　E

Uは，域内で覇権を競ってきたドイツとフランス，「連邦（federa1）」か「連

合（confederaD」かで見解の相違をみているフランスと英国，それぞれの関

係が対立しながらも「バランス・オブ・パワー（balance　of　power）」が保た

れており，米国のような強力な覇権的国家の不在，覇権的国家が複数存在する

特異性がむしろ特徴である。覇権的な国家が複数存在するということは，交渉

に際しては時間もコストもかかるかも知れないが，規模の経済による便益か交

渉コストかと問えば，長期的視野から前者をとるべきであろう。クローン流の

仮説を拡大解釈することが許されるならば，EU域内で「適度な力の均衡」が

保たれている限り，地理的拡大も辞さないし，拡大し続けることであろう。し

かし残念ながら，EUの最適規模とはどの程度をいうのか分からない。これは

吸収力の問題と深く関わってくるからである。

　5．　結びにかえて

　本稿では，欧州統合過程における第5次拡大（「東方への拡大」）の意味合い

を中心に，一方で統合の「深化」に関しては赤松氏の統合理論から検討し，他

方で地理的「拡大」については新現実主義派のモデルから考察してきた。本稿

の主眼は後者にあったことは言うまでもない。そして結局のところ，EUが究

極的に行き着くところは，新機能主義流に言えば「国家」，すなわちフランス

がEUの将来像として描いている超国家的組織である「連邦国家」ということ

になる。だが，たとえ将来的に統合が深化したとしても，後でみるように現実

性は非常に乏しい。

　EU拡大は，今回で終わりという訳ではない。今後は，バルカン半島への拡

大の動きがみられ，2007年の加盟に向けて現在ブルガリアとルーマニアとの問

で加盟交渉が進められている。また，クルド人に対する人権問題や所得水準の

低さを含めて加盟基準に達していないこともあって，しばらく据え置きになっ

ていたトルコとも最近英国と加盟交渉も開始された。クロアチアも加盟候補国
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である。このようにEUの拡大はとどまることを知らないかのように遭聴して

いる。アムステルダム条約の条文（第6条，旧邸0条及び第49条，心急F条）

では，自由・民主主義・人権の尊重・法の支配といった諸原則を有している，

すべての欧州諸国は加盟申請をすることができる，となっている。平たく言え

ば，民主主義と市場経済を有する欧州の国であれば加盟申請できるのである。

しかし，どこまでが欧州なのであろうか。地理的境界線はなにも示されていな

い。ウクライナ山脈？ボスポラス海峡？実はトルコが欧州であるかどうかも加

盟交渉を遅らせた理由の一つでもあった。逆に，欧州定義の曖昧さが拡大を助

長させているのかも知れない15）。急速な「拡大」に，統合の「深化」が追い

つかないほど気まずいことはない。その優先順位が深化であれ拡大であれ構わ

ないが，拡大が先行するような場合，求心力が低下することが懸念される。最

近にみるEUの急膨張が求心力の低下につながらないよう統合を「深化」させ

る必要に迫られている今日のEUの姿がみえる。あるいは，統合の深化のさら

なる高まりのために，地理的拡大が必要とされるのであろうか1G）。

　ブリュッセル自由大学のマリオ・テロ氏（欧州研究所所長）は，今EUは4

つの危機に陥っていると指摘し，統合は停滞期に入ったと診断している17）。

その4つとは第一は，EU憲法（新基本条約）が今春フランスとオランダの批

准に失敗し頓挫，機構上の危機。第二は，昨年夏英国とフランスの対立でEU

中期財政計画（2007年～13年）策定交渉が決裂し，予算危機に陥ったこと。第

三は，フランス及びドイツの政治指導力の危機。そして第四は，拙速なEU拡

大が招いた危機。EU憲法は，2004年（6月18日）採択されたが，そのねらい

は「より民主的に，透明に，効率的に」することにあった18）。新しく外相ポ

ストを設けたり，二重多数決方式を導入するなど刷新をはかろうとする姿勢が

読み取れる。しかし当初，憲法制定に失敗すればEU市民に見放され，やがて

EUの崩壊を招きかねないという‘危機感の産物であるとか，‘米国への対抗

基軸’として国民国家の枠を越えた「政治共同体」づくりの基礎工事と称され

た19）。EUは，超国家でも連邦国家でもない。W．ウォレスの言葉を借りれば，

「国家なき政府」である。拡大が進んでも統合が深化しても，おそらくこの状
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態が続くであろう。その背景には，より強いEUを求めるフランスとドイツに

対して，国家主権を頑に死守する英国との相剋の構図があり，フランスと英国

との長い因縁の歴史がある。

　また，「イラク問題」でもEUは内部分裂した。米国の有志連合につく英国・

イタリア・スペインの「新しい欧州」と，戦争自体に反対するフランスとドイ

ツの「古い欧州」の対立である。各国の立場も思惑もさまざまである。しかし，

混沌とした中にも妙に安定した‘力の均衡’が働いている，多様性と特異性を

兼ね備え，未だ見ぬ将来像を求めて拡大し続けるEUの姿がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2005年10月31日脱稿）

　　　　　　　　　　　　　　　　　注

1）正確には，1991年ハンガリー，ポーランド及び旧チェコスロヴァキ，93年ルーマニ

ア，ブルガリア，そして95年バルト3国及びスロヴェニアとそれぞれ締結している。

2）東欧諸国のコペンハーゲン基準の達成度については，〔22〕65頁，表4－1にまと

められているので参照されたい。

3）　「朝日新聞』2004（平成16）年5月2日付。

4）〔12〕4～8頁及び〔13〕182～193頁参照。

5　）　B．　Balassa，　The　Theory　of　Economic　lntegration，　Allen＆Unwin，　1961，　E．　Haas，

The　Uniting　of　Europe，　Stanford　University　Press，1958，参照。

6）ロンドン大学のクラウス・ラレス教授は，今回の第5次拡大に関して経済圏拡張以

外の理由として，次の2っをあげている。一つは，冷戦終結を制度化し，西欧型民主

主義を浸透させて独裁制への後戻りを阻止すること。いま一つは，拡大によって旧加

盟国も厳しい競争にさらして競争力を高揚させ，各国への改革圧力を促進すること。

『朝日新聞』2004（平成16）年5月1日付。

7）ハンガリーの体制転換については，〔22〕に詳しい。

8）「第二次大戦後，自らの意思とは別に社会主義体制へ組み込まれていった経緯を持

つ。従って，これら諸国がEUに加盟することは，かっての抑圧の時代から脱し「欧
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　州への復帰」を認識させるのである。」（〔17〕11頁）

9）1日東欧諸国市場におけるEU加盟のマクロ経済的効果及び経済活動については，

　〔2〕〔3〕〔5〕及び〔6〕を参照されたい，

10）久保氏は，拡大に対しては国によって「温度差」が存在する点を指摘して，拡大を

　重視する国（「拡大派」）と統合の深化を優先する国（「深化派」）に分けて論じている。

　それによれば，ちなみにドイツは，東・中欧諸国は影響力が強く及ぶ地域であること

　から，拡大を積極的に推進した拡大派。フランスは，拡大より深化を重視し，ドイツ

　をEUの域内に留めておくことを優先した深化派。英国は，拡大によって深化を減速

　させEUの連邦化を阻止しようとすることから一見拡大派にみえるが，実は反深化派。

　スペイン・ポルトガル・ギリシャなどの構造基金の受益国は1今回の拡大によって受

　益対象国が増えるため自分たちの供与額が減少する懸念から深化派（正確には，鴨南

　大骨か）。〔17〕12～13頁参照。

11）〔24〕7頁。W．　Wallace，’Government　without　Statehood：the　Unstable　Equibrium「，

　in　H．　Wallace　and　W，　Wallace　（eds）　，　Policy－Making　in　the　European　Union，　3rd　ed．，

　Oxford　university　Press，1996，　Chap．16．参照。

！2）　〔24〕12～14頁参照。

13）　D．　Crone，　’Does　Hegemony　Matter　？　The　Regionalization　of　the　Pacific　Political

　Economy「，　in　World　Politics，45：4，　July　1993，　pp．501－525，久保氏は，規模の経済に

　よるベネフィット（便益）と交渉コスト（費用）による経済統合の最適規模の決定を，

　D．クローンの統合理論に基づいて「経済統合曲線」を用いてリーダーシップの強さ

　（＝交渉コスト）と参加国数の関係から説明している。それによると，中心国のリー

　ダーシップが強すぎても経済統合は成立せず，逆に弱すぎても交渉コストがかかるた

　め経済統合の成立は困難となる。したがって，リーダーシップの強さが一定の段階

　（弱すぎず強すぎず）にあるとき，経済統合の参加国数は最大となるという。なお交

　渉コストとは，EUの場合，既加盟国における意思決定に要するコスト，及び加盟申

　請国との交渉コストの双方をさす。〔17〕16～17頁参照。

14）　〔24〕13頁。なお欧州における規模の経済性については，P．Krugman，　GeogrαphN

　αnd　Trαde，　MIT　Press，1991（P．クルーグマン著／北村・高橋・妹尾訳『脱「国境」
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　の経済学」東洋経済新報社，1994年），pp．92～100（邦訳，109～116頁）を参照され

　たい。

15）久保氏は，欧州定義の曖昧さについて詳しく論じている。〔17〕8頁及び15頁。筆

　者も参考にさせていただいた。

16）最近の注目すべき動きとしては，EU加盟を果たしたマルタ・キプロスを除く，地

　中海諸国（MED）との間で，2010年の創設を目標にいわゆる自由貿易圏構想がある。

　これは，EUがこれら諸国とFTA（自由貿易協定）の締結によって，これまでの歴

　史的に深い関係を維持しながらも，地域ベースでさらなる新しい関係を構築しようと

　するもので，言わば地理的概念を越えた（広義の欧州）地域の形成として，欧州定義

　とは別の視角から地域統合をみる上で非常に興味深い。EUと地中海諸国間関係の分

　析については，鈴井清巳「EUの対発展途上国通商政策の転換」『世界経済評論』2002

　年10月号及び鈴井清巳「EUの対地中海・対エジプト通商政策」山田俊一編「エジプ

　トの開発戦略とFTA政策』（第6章），アジア経済研究所，2005年を参照されたい。

17）「読売新聞』2005（平成17）年10月23日付。

！8）「朝日新聞』2004（平成16）年6月20日付。EU憲法の骨子は次のとおり。

　○欧州の文化的，宗教的人道的遺産を継承。○多様性の中の統一。○加盟国は一部の

　権限をEUに移譲。○閣僚理事会の可決は，加盟国の少なくとも55％の賛成と，賛成

　国の人口がEU総人口の65％以上が必要。0100万人の市民の要求で欧州委員会に法

　案提出を求めることができる。同上。

19）同上。
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